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Ⅰ はじめに 

【検討の背景】 

平成 28 年４月に発生した「熊本地震」においては、震度７クラスの地震を２度観測するなど、

近年にない特徴を有する中で、車中泊避難、公共施設の耐震化、福祉避難所の受入体制の確保等

の課題が顕在化した。 

中でも、余震への不安やプライバシー確保、ペット同伴などの理由により、指定避難所を避け、

また、トイレ・水道の設置や食事・被災者情報等のサービス提供、孤立する不安感などから、自

宅駐車場などではなく、公共施設などの大規模駐車場において、車中で避難する「車中泊避難」

が多数発生し、従来のマニュアルにない対応が被災者支援をより困難なものとした。今後、避難

者数の把握や救援物資の提供、駐車スペースの確保、エコノミークラス症候群による震災関連死

等に対して、地域の実情に応じた対応が必要となっている。 

今後、地域防災計画や避難所運営マニュアルに必要な反映をしていく際の一つの目安・参考と

なるべく、府と市町村が連携・協働し、具体的な避難場所を想定した上で、その避難所の運営の

課題を洗い出すとともに、避難所運営の方法等を検討・取りまとめたところである。 

 なお、住民の屋外避難に当たっては、市町村があらかじめ指定する指定避難所への避難が基本

であって、車中泊避難を推奨するものではなく、今後、大規模災害において車中泊避難が発生し

た場合の支援・対応として検討したものである。 

 

Ⅱ 検討に当たってのモデル市町村の選定及び災害規模等の想定 

１ 検討市町村の選定 

モデル市町村として「亀岡市」を選定 

 

【選定理由】 

・人口規模（約 10万人）が適当であること。 

・中山間地域と都市部、新興住宅地と旧市街地の両面が混在していること。 

・市民の多くが通勤、買い物等に車を利用する環境であること。 

・公共施設だけでなく、民間大規模商業施設において、相当程度の駐車場を有する施設が立地

していること。 

 

２ 想定する災害規模 

  亀岡市域において、最も大きな被害を及ぼすことが予想される「埴生（はぶ）断層」による亀岡

市内の地震被害を想定 

 

３ 想定避難者数 

 (1) 想定避難者数 

約 19,000人（亀岡市における想定最大避難者数。亀岡市における指定避難所での受入対応

は可能） 

 

 (2) うち、車中泊避難者数の想定 

○車中泊避難者：約 3,800人 

○車両：約 1,200台 

※熊本地震に係る民間の避難所状況調査や車中泊避難を伝える報道を参考に、 

・想定避難者数のおおよそ２割程度が車中泊避難 

・車中泊の世帯人数は、車両１台（１世帯）に３人程度が避難、と仮定 
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Ⅲ 車中泊避難の課題と対応方針 

１ 車中泊避難の課題 

①指定避難所への避難が基本としても、現実問題として車中泊避難を選択する避難者が発生する。 

②自然発生的な車中泊避難場所は、避難者数の把握を困難にし、救援物資が届かないなど、被災

者支援が十分できない。 

③現行の避難所運営マニュアルは、屋内の指定避難所を想定しており、車中泊避難が発生した場

合の対応方針等がない。 

④エコノミークラス症候群による健康被害が発生する。 

⑤車中泊避難を認めつつ、長期化や助長しない対応が必要である。（自宅への速やかな帰宅及び

指定避難所への避難へのスムーズな移行） 

 

２ 課題を踏まえた対応方針 

①大規模災害時に車中泊避難が発生した場合を想定した専用避難場所（大規模駐車場等）をあら

かじめリストアップする。 

②指定避難所においても、車中泊避難者に一定対応できるよう駐車場を区分けする。 

③行政として、避難者数を把握しやすいよう、車中泊避難についてのルールづくりや、車中泊避

難を想定した運営マニュアル等を整備する。 

④エコノミークラス症候群防止をはじめとした環境整備及び健康対策を行う。 

⑤車中泊から、まずは速やかに自宅への帰宅ができるように、また、帰宅が困難な場合には指定

避難所への移行をスムーズに行う環境を整備する。 

 

Ⅳ 車中泊避難対応案 ※上記Ⅲ２に対応 

今回の熊本地震でクローズアップされた車中泊避難であるが、その対応については多くの課題

があった。自然災害の発生を防ぐことは難しいが、事前に災害時の対応を具体的に検討し、イメ

ージし、備えることで、想定外を減らし、スムーズな避難者支援につなげることが何よりも重要

である。 

車中泊避難については、もはや想定内として、熊本地震のケースを踏まえ、それぞれの地域の

実情を加味し、事前に対応を想定しておくことが大切であり、その参考とするための対応案を具

体的に提案する。 

 

①大規模駐車場等で車中泊への対応が可能な避難場所（「車中泊避難場所」）のリストアップ 

・市町村において、下記「リストアップに当たっての基準・留意事項」を参考とし、地域の実

情も踏まえ、あらかじめ具体的に車中泊避難場所をリストアップする。 

・「住民の屋外避難は、指定避難所への避難が基本（車中泊避難を推奨するものではない）」と

いう考え方から、地域住民への車中泊避難場所の周知に当たっては、平時から行うのではな

く、現に発災し、大規模な車中泊避難が発生すると見込まれる場合に行う方が適切と考える。 

 

 ○リストアップに当たっての基準・留意事項 

・指定避難所、仮設住宅建設予定地等とは別の場所とする。 

・民間施設の活用も検討し、その場合、平時から協定等を締結して事前調整しておく。 

・管理運営の効率化を図るため、細かな分散化を避け、一定の規模を確保できる場所として、

市町村域の例えば北部・中部・南部等に分散しておくことが望ましい。 

 （一定規模の目安:車両 200台以上の駐車場が確保できる場所） 

・電気や水道、トイレ等が既存施設で確保できる場所が望ましいが、不足等が見込まれる場

合は、他からの調達方法をあらかじめ決めておく。 
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  ○亀岡市における想定場所 

想定場所 区分 駐車台数 施設設備の概要 

月読橋球技場 行政 約 1,500 トイレ、水道、電源 ※グラウンド等を臨時開放 

大堰川緑地東公園 行政 約 700 トイレ、水道 ※グラウンド等を臨時開放 

Ａ大型スーパー 民間 約 200～約 900 トイレ、水道、電源 

Ｂホームセンター 民間 約 200～約 900 トイレ、水道、電源 

※上記施設については、具体的な車中泊避難場所を想定して検討を行うため仮に選定したも

ので、今後、検討結果も踏まえ、亀岡市で選定対応される。 

   ※民間施設の駐車台数については、営業ベースの駐車台数と調整が必要である。 

 

②指定避難所における車中泊避難者への対応 

・指定避難所への避難は、徒歩による避難が基本であるが、一定規模の駐車場が確保できる小

中学校等の指定避難所については、グラウンドを駐車場として活用し、何らかの理由で車中

泊避難せざる得ない事情のある方への対応も想定する。 

・必要に応じて、指定避難所内の緊急車両通行場所や物資積みおろし場所など、他の車両によ

る駐車・進入禁止場所を明示する。 

 

③車中泊避難場所における運営マニュアル等の整備 

＜市町村における車中泊避難場所の運営方法（ルール）＞ 

 ・地域の自治会、自主防災組織や消防団等への協力依頼・取付け（実態把握、巡回等） 

 ・地域の自治会や自主防災組織等が車中泊避難者の状況を把握できるよう、車中泊避難場

所において地域・地区ごとに駐車場所の区分けも視野・検討 

 ・車中泊避難場所における班体制の構成（誰が・何を行うか役割分担の決定） 

・指定避難所における避難者と同様な、車中泊避難者の名簿作成・整理（支援物資の把握・

提供等に活用） 

・健康被害防止のためのチラシ作成・配布、相談窓口の設置（案内ボードへの掲示等） 

・テント設営や火気取扱いに係るルール・注意事項喚起について想定、作成 

・車中泊避難場所を新たに設けた場合、職員の配置・確保を整理 

・京都府をはじめとした他自治体からの応援・役割分担の決定 

・行政による運営は開設当初とし、中長期的には、避難者、ボランティア、ＮＰＯ法人、

民間活用による運営へと移行できるよう平時からの関係づくり 

 

＜地域防災計画、市町村避難所運営マニュアルへの反映（例）＞ 

○各主体の責務 

・住民の役割（行政、消防、地域の自治会・自主防災組織等への現況連絡、行政への把握

情報の提供 等） 

 ・市町村の役割（車中泊避難体制の構築、車中泊避難に係る情報提供・環境整備、支援物

資の備蓄・提供、保健医療サービスの提供 等） 

 ・府の役割（市町村への支援、国・他府県等への支援要請 等） 

 

○市町村業務の内容 

 ・指定避難所における駐車可能台数の把握、車中泊避難場所のリストアップ 

・車中泊避難場所を新たに設けた場合の広報、情報提供 

・車中泊避難者の状況把握 

・食料ほか支援物資の提供、仮設トイレほか避難所環境の整備 

・健康管理、健康指導（チラシの配布、相談窓口の設置・案内、保健師等の定期巡回、足

ふみ運動やマッサージ等の運動指導、弾性ストッキング等の備蓄・配布） 

・エンジン騒音によるトラブル回避、排ガスの車内充満への危険性回避のための注意喚起 

・指定避難所（屋内避難所）への移動働きかけ・誘導 
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・中長期的な運営（車中泊避難者、ボランティア、ＮＰＯ法人、民間活用による運営）へ

の移行に向けた体制づくり  等 

 

○府業務の内容 

・市町村業務に対する人的・物的支援 

・国・府内市町村・全国知事会・関西広域連合等への支援要請及び調整  等 

 

④エコノミークラス症候群防止をはじめとした環境整備及び健康対策 

  ・まずは、被災者が十分な水分補給等ができるよう、必要な飲料水やトイレを確保する。 

・災害関連死を防止するため、健康管理、健康指導を実施する。 

（例）健康管理を促すチラシの配布による周知、健康相談窓口の設置・案内、保健師等の定

期巡回、足ふみ運動やマッサージ等の運動指導、弾性ストッキング等の備蓄・配布等 

 

⑤車中泊避難から、自宅への速やかな帰宅及び指定避難所への移行 

・まずは、個人宅をはじめとした被災建築物の応急危険度判定や、電気・水道・ガス等のライ

フライン復旧を速やかに進め、被災者が自宅に帰宅できるよう環境を整える。その上で、速

やかな帰宅が困難な場合は、指定避難所への円滑な移行を進める。 

・車中泊避難は、地震への恐怖のため屋内に入りたがらないことやプライバシーの確保、自宅

の防犯等、さまざまな理由から選択されており、車中泊避難から指定避難所への円滑な移行

を進めるに当たって、個々の事情を把握する。 

・指定避難所への移行を促進するためには、開設されている指定避難所（福祉避難所を含む。）

の施設情報・救援情報や、車中泊避難における健康への影響等について、車中泊避難者に対

し、逐一きめ細やかに情報発信・周知を行い、車中泊避難者の理解を深め、指定避難所に誘

導することが必要である。 

・一方で、発災時に地域住民が車中泊避難を選ばずに、安心して指定避難所に避難できるよう、

平時からの取組を進める。 

（例）地域住民に対する指定避難所についての周知、情報発信 

指定避難所の耐震化、より安全な指定避難所の確保 

指定避難所の生活環境の改善（男女別洋式トイレの設置、夜間の照明や音への配慮、 

暑さ寒さ対策、電源確保など）  

      地域の自主防災組織や消防団等と連携し、課題となる事項への具体的な対応の検討 

【想定される課題】指定避難所におけるプライバシーの確保のあり方、要配慮者対

応、ペット同伴避難の受入れ整備など 

【課題への対応例】着替えや授乳等に活用できる個室の確保、周囲からの視線を遮

る高さの間仕切りの設置、指定避難所内の「福祉避難コーナー」の設置、ペッ

ト受入ルールや受入スペースの作成など 

 

Ⅴ 今後の方向性 

 ・本取りまとめ内容を目安・参考にし、京都府地域防災計画の見直しとともに、市町村地域防災

計画や避難所運営マニュアルについて、各地域の実情を踏まえ改訂を進める。（参考：上記Ⅳ

③） 

 ・府においては、人的・物的支援や、関係機関（国・府内市町村・全国知事会・関西広域連合等）

への支援要請・調整などにより、市町村業務を支援する。 

 

Ⅵ 参 考 

１ 検討会の構成   京都府 防災消防企画課（事務局）、亀岡市 自治防災課 

 

２ 検討会実施期間  平成 28年９月～平成 29年１月（検討会３回実施） 



箇所数 可能台数 箇所数 可能台数 箇所数 可能台数

丹　　後 2 779 10 4,465 6 2,858 18 8,102

中　　丹 1 324 10 7,203 6 3,012 17 10,539

南　　丹 1 3,088 14 6,570 8 3,527 23 13,185

山城・京都市 6 2,662 13 5,419 31 22,341 50 30,422

計 10 6,853 47 23,657 51 31,738 108 62,248

　□市町村管理施設　・・・各市町村回答ベース

　□民間施設　・・・全国大型小売店総覧2015（週刊東洋経済）から抜粋

民間施設
府管理 市町村管理

公共施設

■平成28年６月　京都府調べ

合計
可能台数

合計
箇所数

■200台以上の駐車場を有する施設（グラウンド開放可能施設を含む。）

　□府管理施設　・・・京都府各部局回答ベース

参 考 ： 府内の大規模駐車場状況 
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